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第19回 熊本県議会 道州制問題等調査特別委員会会議記録（平成22年10月４日) 

 

 第 19 回  熊本県議会道州制問題等調査特別委員会会議記録 

 
平成22年10月４日(月曜日) 

            午前10時02分開議 

            午前11時51分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 （１） 道州制について 

 （２） 地方分権改革について 

 （３） 政令指定都市について 

 （４） 閉会中の継続審査事件について 

  ――――――――――――――― 

出席委員(15人) 

        委 員 長 藤 川 隆 夫 

        副委員長 九 谷 弘 一 

        委  員 児 玉 文 雄 

        委  員 竹 口 博 己 

        委  員 前 川   收 

        委  員 馬 場 成 志 

        委  員 堤   泰 宏 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 早 田 順 一 

        委  員  田 大 造 

        委  員 内 野 幸 喜 

        委  員 髙 野 洋 介 

        委  員 増 永 慎一郎 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 総務部 

         部 長 松 山 正 明 

         次 長 楢木野 史 貴 

首席総務審議員兼 

        人事課長 豊 田 祐 一 

        財政課長 小 林 弘 史 

        税務課長 出 田 貴 康 

      市町村総室長 小 嶋 一 誠 

   市町村総室副総室長 能 登 哲 也 

企画振興部 

         次 長 河 野   靖 

        企画課長 坂 本   浩 

健康福祉部 

    健康福祉政策課長 吉 田 勝 也 

環境生活部 

    政策調整審議員兼 

   環境政策課課長補佐 村 井 浩 一 

 商工観光労働部 

      商工政策課長 田 中 信 行 

 農林水産部 

  首席農林水産審議員兼 

    農林水産政策課長 白 濵 良 一 

 土木部 

    首席土木審議員兼 

        監理課長 古 里 政 信 

教育委員会事務局 

   首席教育審議員兼 

      教育政策課長 松 永 正 男 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

   政務調査課課長補佐 後 藤 勝 雄 

     議事課課長補佐 徳 永 和 彦 

――――――――――――――― 

  午前10時２分開議 

○藤川隆夫委員長 ただいまから、第19回道

州制問題等調査特別委員会を開催いたしま

す。 

 堤委員は、少し遅れるということです。 

 それでは、審議の方に入っていきたいとい

うふうに思います。 

 本委員会に付託されている調査事件は、

１、道州制に関する件、２、地方分権改革に
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関する件、３、政令指定都市に関する件であ

ります。 

 まず執行部からの説明の後、一括して審議

を行いたいと思います。 

 説明に当たっては、可能な限り簡潔にお願

いいたします。 

 それでは、お手元の委員会次第に沿って、

順次説明をお願いいたします。 

 最初に、議題１及び２について、坂本企画

課長よりお願いいたします。 

 

○坂本企画課長 企画課の坂本です。よろし

くお願いします。 

 まず、道州制関係について御報告いたしま

す。お手元の資料１ページを、お開きくださ

い。 

 ６月以降の、道州関係の動きを一覧にして

おります。 

 ５つの事項を挙げておりますが、次のペー

ジ以降にそれぞれについてまとめております

ので、次のページから簡単に御説明させてい

ただきます。 

 まず２ページ、地域主権戦略大綱について

ですが、全体の内容につきましては後ほど地

方分権改革関係のところで御説明させていた

だきたいと思います。 

 大綱の中の道州制関係を抜粋しております

が、今後の取り組みとしましては、いわゆる

道州制についての検討も射程に入れていくと

いう表現にとどまっております。 

 その下に、経団連の道州制推進委員会での

逢坂総理大臣補佐官(当時)の発言を記載して

おります。 

 国の出先機関を廃止した場合、受け皿とし

ての広域的な実施体制の整備、これは道州制

と密接な関係を持ってくるという趣旨であっ

て、これは蒲島知事の認識あるいは九州知事

会の認識とは近いものと思っております。 

 ３ページを、お開きください。 

 ７月の全国知事会議で、道州制特別委員会

からの報告がありました。内容は、21年度の

検討状況と22年度の取り組み方針でした。 

 検討状況ですが、道州制下における住民自

治のあり方について、住民自治を担保するた

めの議会、直接請求制度などのシステムにつ

いて、論点や意見を整理しています。 

 また、道州の組織・機構のあり方につい

て、道州の自主組織権の尊重といった制度設

計をする上での原理・原則などについて考え

方を整理されています。 

 22年度の取り組み方針については、国、各

政党、経済界の動向に対し必要に応じて意見

を主張していくこと、特に地域主権戦略大綱

に基づき検討される場合は、国と地方の協議

の場等を通じて地方の意見の反映を図るとさ

れています。 

 次の４ページには、九州地域戦略会議夏季

セミナーについてまとめています。その中

で、道州制についての分科会がありましたの

で、それについて御報告します。 

 逢坂総理大臣補佐官、関西経済連合会地方

分権委員会の村上委員長、九州地方知事会長

広瀬大分県知事の３人がパネリストでした。

本県からは松田副議長、坂本企画振興部長が

出席し、意見交換が行われました。 

 逢坂総理大臣補佐官からは、地域主権改革

では基礎自治体を重視しているが、地域が自

発的に選択するのであれば応援したいという

発言がありました。 

 また国の出先機関廃止に関しては、財源と

人員の取り扱いについて緻密に議論しなけれ

ばならないとの認識が示されました。 

 広瀬知事からは、九州地方知事会での国の

出先機関廃止に伴う受け皿についての検討状

況の話がありましたが、これについては後ほ

ど御説明させていただきます。 

 関経連の村上委員長からは、関西広域連合

設立に向けての取り組み状況について報告が

ありました。関西では広域連合を立ち上げよ

うとされておりますが、自治法上規定されて
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いる手続き上のハードル、例えば、それぞれ

の議会で議決が必要であるということ、その

ほか事務ごとの部分参加など参加形態を柔軟

にしているということ、実施事務を順次拡大

するという現実的対応を考えているというこ

となどの話がありました。 

 次に５ページですが、道州制については今

後とも周知啓発を続けていかなければならな

いと考えております。九州地域戦略会議と地

域主権と道州制を推進する国民会議が主催す

る道州制シンポジウムを10月26日に熊本市内

で開催する予定にしています。 

 道州制関係の説明は、以上です。 

 引き続きまして、地方分権改革関係につい

て御報告いたします。７ページを、お開きく

ださい。７ページの右の部分に、最近の動き

を示しております。 

 前回の特別委員会の後、６月21日に第６回

地域主権戦略会議が開催され、22日に地域主

権戦略大綱が閣議決定されております。 

 22年通常国会に提出されました地域主権改

革関連法案は、継続審議となっております。 

 ８ページに地域主権戦略大綱の概要版をそ

のまま掲載しております。 

 まず第１、地域主権改革の全体像ですが、

地域主権改革とはということで、地域主権改

革の定義がなされています。 

 次に、国と地方が対等なパートナーシップ

の関係にあること、補完性の原則に基づき、

住民に身近な基礎自治体を重視することが記

載されています。 

 そして今後の地域主権改革の進め方です

が、24年夏をめどに地域主権推進大綱を策定

すること、総理大臣を議長とする地域主権戦

略会議を中心に、政治主導で迅速に改革を推

進すること、また適時に国と地方の協議の場

を開催し、国と地方の実効ある協議を行うこ

となどが述べられています。 

 以下、第２からの各項目については、次ペ

ージ以降に整理をしております。 

 ９ページを、お開きください。 

 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の

拡大について、まとめております。 

 まず第１次見直しですが、地方分権改革推

進委員会第３次勧告のうち、地方から見直し

を要望していたものを中心に、63項目、121

条項を一括改正するものです。 

 それに伴い、本県において条例の整備が必

要となるものは、児童福祉施設の設備・運営

基準など10本程度です。 

 第２次見直しは、第３次勧告の積み残し分

について見直しを進めてきた結果として、30

8項目、528条項になります。一括改正法案

を、来年の通常国会に提出予定です。 

 それに伴い、本県において条例の整備が必

要となるものは病院等の病床数算定基準など

20本程度です。 

 次に10ページ、基礎自治体への権限移譲に

ついてです。これも義務付け・枠付けの第２

次見直しと同様、地域主権推進一括法案とし

て、来年の通常国会に提出される予定です。

見直しは、68項目、251条項です。円滑な権

限移譲の実現に向けて、職員の派遣、具体的

手法の助言など、期待される県の役割につい

て記述されております。 

 なお、第１次勧告に掲げられた条項数の半

数近くが残されており、今後引き続き検討を

行うとされているところです。 

 次に、11ページをお開きください。国の出

先機関の原則廃止についてです。 

 一番上の括弧の中に書いてありますような

理念のもと、まず進め方の基本は原則廃止で

あること、住民に身近な行政は、できる限り

地方自治体が担うこと、国の出先機関の事務

権限については、例外的な場合を除き地方自

治体に移譲することが明記されています。 

 また、事務権限の移譲及び人員の移管に関

しては、それに伴う財源を確保し必要な措置

を講じる、さらに地方の発意による選択的実

施、その際、広域的実施体制の整備に応じ
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て、事務権限の移譲が可能となる仕組みも、

あわせて検討するとされています。 

 そのような中、今後の改革の進め方です

が、地方自治体へ権限移譲するものや国へ残

すものなどの類型に区分した整理、事務・権

限の仕分けを行うこととなっています。まず

は、所管する出先機関の事務・権限仕分けを

各省みずから実施しています。いわゆる自己

仕分けですが、８月末までに地域主権戦略会

議に報告する。そしてその次の段階が地域主

権戦略会議としての仕分けとなります。 

 仕分けの基本パターンは、Ａ地方自治体へ

移譲する、Ｂ個々の地方自治体の選択的実

施、Ｃ国に残す、Ｄ廃止・民営化の４つで

す。その仕分けの結果を踏まえ、アクショ

ン・プランを年内をめどに策定し、来年の通

常国会への法案提出を含め、可能なものから

速やかに実施するとされています。 

 自己仕分けの結果について、12ページに総

務省政務三役会議資料をそのまま添付してお

ります。 

 下から２番目の丸のところを見ていただき

ますと、先ほど御説明した仕分けパターンの

Ａ地方自治体へ移譲するというのは、条件付

きも含めて１割程度か？とされております。

原則廃止とはほど遠い自己仕分けの結果とな

っている模様です。各府省の自己仕分け結果

の概要については、次回の地域主権戦略会議

に報告する予定とされております。 

 関連しまして、13ページに、九州地方知事

会での国出先機関の受け皿組織の検討状況等

の概略をまとめております。 

 まず、５月の九州地方知事会議において新

たな広域連携組織をつくり、現行の国出先機

関の事務・権限を丸ごと受け入れるという方

向性が確認されました。これは、これまでも

申し上げてまいりましたが、本県知事の提案

によるものです。現在、佐賀県、大分県、本

県が主導して、執行機関や議事機関のあり方

など具体的な検討を進めています。 

 今後、10月18日開催の九州地方知事会議で

議論が行われる予定です。 

 続いて14ページには、新熊本合同庁舎につ

いての最近の動きを整理しております。 

 まず、国交省の概算要求の資料から抜粋し

ております。ここに記載されている３カ所に

ついては再開するとされていますが、熊本の

Ｂ棟については概算要求に計上されておりま

せん。 

 ただ、その下に記載しておりますが、新成

長戦略における国有財産の有効活用について

という財務省資料を見ますと、地域のまちづ

くりにも配慮し、跡地も含めて地域の活性化

や都市再生に資するような事案については優

先的に推進するとなっており、まさに熊本の

事案そのものではないかと考えておるところ

です。 

 これまでも繰り返し要請活動を続けてまい

りましたが、近日中にまた行う予定にしてお

ります。 

 次に、15ページをお開きください。 

 ひも付き補助金の一括交付金化についてで

す。前回の特別委員会において、その問題

点、疑問点について御指摘があったところで

す。 

 中心的な問題は、右側の制度設計の中ほど

に書いてあります配分・総額として記載され

ている部分だと思っております。その３番目

の丸ポツのところ、事業計画に基づく配分と

客観的指標による配分を用いるとされていま

す。また、条件不利地域等に配慮すること

や、総額が対象となる補助金等の必要額によ

り設定することなどが書かれていますが、具

体的にどのよう制度設計となるのか、今後と

も注視してまいりたいと思っております。 

 地域主権戦略大綱は、この後、第６「地方

税財源の充実確保」、第７「直轄事業負担金

の廃止」と続きますが、第10「緑の分権改

革」を含めましてすでに実施中のものであ

り、説明は割愛させていただきます。 
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 また、第９「自治体間連携・道州制」につ

きましては、先ほど説明したとおりです。 

 16ページには、第８の地方政府基本法の制

定（地方自治法の抜本見直し）について、ま

とめております。この件に関してはいつまで

という工程表は示されておりませんが、総務

省の地方行財政検討会議において検討を進

め、成案が得られた事項から順次国会に提出

するとされております。 

 現時点における検討状況ですが、地方公共

団体の基本構造について選択肢を用意し、地

域住民みずからの判断と責任によって選択で

きる仕組み、また二元代表制を原則としつ

つ、現行制度と異なるどのような組織形態が

あり得るのかなどについて検討が進められて

おります。さらに、議会制度、監査制度、財

務会計制度について検討するとされておりま

す。 

 地方分権改革関係の説明は、以上でござい

ます。 

 

○藤川隆夫委員長 それでは、議題３の政令

指定都市関連について、小嶋市町村総室長お

願いします。 

 

○小嶋市町村総室長 おはようございます。

市町村総室長の小嶋でございます。それで

は、着座のまま御説明させていただきます。 

 それでは、報告資料の19ページをお願い申

し上げます。 

 政令指定都市実現に向けた最近の動きにつ

きまして、若干長くなるかと存じますが、御

報告申し上げます。 

 ６月議会では、政令市制度やこれまでの経

緯等につきまして御説明を申し上げましたの

で、今回は権限移譲に絞りまして御説明申し

上げます。 

 まず、１の(1)、県から市への事務権限移

譲でございます。事務権限移譲につきまして

は委員会の都度御報告を申し上げてまいって

おりますが、昨年の10月に政令指定都市移行

県市連絡会議を設置しまして以来、ほぼ１年

をかけまして県・市で協議を重ねてまいりま

した。この間、政令市移行を契機に、これま

で県で実施してきた事務権限の中から、熊本

市が主体的にまちづくりや住民サービスを拡

充・強化することにつながる343の事務事業

を選定いたしまして、できる限り多くの移譲

が実現するよう協議を重ねてまいったところ

でございます。 

 資料には記載しておりませんが、本年度に

入りましてからも、６月県議会では本年３月

末時点までに移譲を行う方向で整理がつきま

した270事務、約８割に当たりますが、これ

を説明申し上げたところでございます。 

 その後も、その時点で残されておりました

73の事務がございますが、平成24年４月の政

令市移行を目標にいたしますと、できる限り

早い時期に県と市で連携して事務移譲の協議

を完了する必要がございますので、本年９月

までの整理を目標といたしまして精力的に協

議を重ねてまいったところでございます。 

 ６月議会以降も、８月上旬には委員の先生

方に７月末段階で残っておりました73の事務

のうち51の事務の協議が完了し、12の事務を

さらに移譲し、また39の事務につきまして

は、熊本市としては移譲を受けることが難し

いという整理がなされました、さらに、残さ

れております協議未了の事務が、その時点で

22となったことなどを、取り急ぎ報告させて

いただいたところでございます。 

 そうした経緯を踏まえまして、19ページの

(1)の中段に記載しておりますが、９月末ま

でに残っておりました22の事務につきまして

も、後ほど御説明を申し上げますが、連続立

体交差事業を除く21の事務について移譲を行

う方向での整理がなされ、最終的には中段の

①の表がございますけれども、権限移譲を行

う根拠ごとに表側で整理しておりますが、当

初、県から移譲対象といたしておりました34
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3の事務のうち、約９割となる303の事務、下

の方に※じるしで書いてございますが、法令

等の項目数に直しますと約1,500になるわけ

でございますが、これにつきましては移譲す

る方向で基本的な整理がなされたところでご

ざいます。 

 また、表の一番下の40事務につきまして

は、受け手側の熊本市としては移譲を受ける

ことが難しいという判断でございますので、

それを踏まえまして引き続き県で事務処理を

行ってまいる方向で整理をしているところで

ございます。 

 熊本市及び県が目標としております24年４

月の政令市移行を念頭に置きますと、余すと

ころあと１年半となってまいっておりますの

で、この目標達成のためには、事務権限移譲

につきましてはできるだけ早く県・市間の基

本協定を締結いたしまして、総務省に概要を

説明し、これまで御説明申し上げておりまし

たとおり、本年度内にも予定されております

熊本市並びに県から国に対する政令指定の正

式要望を行う段階までには、さらに準備を進

捗させる必要があるというふうに考えている

ところでございます。 

 そうしたことから、19ページの(1)、一番

上の方でございますが、この表の中にも記載

してございますように、また定例議会の冒頭

で知事からも申し上げましたとおり、事務権

限移譲については今後、県・市間で最終的な

詰めの調整を行いまして、10月下旬を目標に

県・市間の基本協定を締結する予定としてい

るところでございます。 

 次に、20ページをお願い申し上げます。 

 この表は６月議会にも付けておりました

が、熊本市に移譲する事務の中で主な事務を

掲げております。いずれも当初から事務権限

移譲の対象としていたものではございます

が、具体的にどのような事務権限が移譲され

るのか、移譲を行う効果などの例につきまし

ても、代表的なものではございますが、今

回、委員会の参考資料の方に１ページから６

ページまでに記載してございますので、後ほ

どごらんいただきたいと思います。 

 それでは、この表の中から、先ほど申し上

げました８月段階で残っておりました事務に

つきまして、主なものを御説明申し上げま

す。 

 まず２段目の法令任意事務の４番目の丸じ

るしでございます。河川管理に関する事務で

ございます。熊本市内を流れる河川の中か

ら、都市基盤河川改修事業として、すでに熊

本市が整備を進めております７河川、具体的

には水前寺公園の前を流れております藻器堀

川、それから白川と藻器堀川を結びます保田

窪放水路、それから江津湖に流れてまいりま

す健軍川、秋津川の支流でございますが鶯

川、それから坪井川の支流でございますが万

石川と兎谷川、それと井芹川の支流になりま

すが麹川。さらには、まちづくりの視点から

水前寺江津湖公園と一体となって都市空間を

形成しております加勢川の、合わせて８河川

の移譲を行う方向で整理がなされているとこ

ろでございます。 

 また、表側の４番目事務処理特例等の一番

下の丸でございますが、水前寺江津湖公園広

木地区の設置に関する事務につきましては、

熊本市が管理をしております上江津湖地区や

今回移譲する方向で整理をしております藻器

堀川や加勢川と相まって一体的な管理や整

備、利活用の観点から移譲する方向で整理が

なされたところでございます。 

 具体的には、土地につきましては広大な土

地がございますけれども、一応、無償の貸し

付け、それから施設につきましては無償の譲

渡ということを念頭に置いているところでご

ざいます。 

 次に③の表でございますが、引き続き県で

実施することとなる主な事務を掲げておりま

すが、最後まで残っておりました連続立体交

差事業に関する事務につきましては、これま
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で県が事業主体となって進めてまいりました

が、事業の最盛期を迎える平成24年度の時点

で熊本市が事業を引き継ぐことは事業の円滑

な進捗に影響を及ぼす可能性があるというこ

とと、また現在、県が事業主体となって熊本

市も負担金を出して事業を進めております

が、財源は双方とも交付税措置のある一般公

共事業債を充当しております。これが熊本市

が事業主体となりまして、県が負担金を出す

スキームに変更されますと、県の負担金につ

いては一般公共事業債を活用できなくなるこ

とから、結果的に県の財政負担が増加するこ

とが明らかとなったことなど、県及び市双方

ともにこの事業を移譲するメリットが得がた

いとの判断に最終的に至ったことから、引き

続き県が事業主体となって事業を継続する方

向で整理がなされているところでございま

す。 

 それと、これらの事務権限移譲の整理が進

捗してまいりましたことによりまして、事務

権限移譲分も含めまして、熊本市が政令市に

移行することに伴って県の財政収支にどのよ

うな影響が生じるかという現時点での試算が

可能となってまいりましたので、政令市移行

後20年間の見通しにつきまして、恐れ入りま

すが委員会の参考資料の方で最後の10ページ

をお開きいただきますと、そちらの方に整理

をいたしましたので、そちらの方で御説明申

し上げます。委員会の参考資料の10ページ

を、お開きいただきたいと思います。 

 この参考資料のＡ、Ｂ、Ｃということで黒

抜き、白抜きになっておりますけれども、Ａ

の欄は総論、結論部分を書いております。ま

たＢの欄は、20年間の平均をとって単年度で

どうなるのか、Ｃ欄につきましては、そうし

た試算の前提を掲げているところでございま

す。数字は、すべて一般財源ベースの試算と

なっております。 

 まず、破線で囲みました一番上のＡ欄をご

らんいただきたいと思います。 

 今回の試算では、政令市移行初年度――24

年度を想定しておりますが――におきまして

は、県財政に約5.7億円の収支悪化、赤字が

見込まれますものの、熊本市に移管する道路

事業等につきましては、県では平成24年度以

降は新たな県債を起こす必要がなくなりま

す。したがいまして、県が従前同様に起債し

事業を行っていた場合と比較をしてまいりま

すと、毎年度必要となってまいります償還額

がその分不要となってまいりますので、財政

収支にはその分はプラスの効果として出てま

いります。ただし、その効果が出てくるのに

若干時間がかかることと、償還額は後年度に

なるほど累増しますので、プラス効果が後年

度ほど拡大していくということになります。

このため、全体の財政収支も後年度になるほ

ど県の方は改善してまいりまして、29年度か

らは全体収支は黒字に転ずるという試算にな

っております。 

 その結果、２つ目の黒丸でございますが、

後ほどＣ欄の説明のところでも触れますが、

市から県への県債引き継ぎの負担金の償還と

いうものは市の方からいただくようにしてお

りますが、それが完了いたします平成43年度

までの20年間で見ますと、県の財政収支は平

均でございますが歳出面で約56.8億円の減と

なります。また歳入面で約44億円の減少とな

りまして、入ってくるお金の減少が、出てい

くお金の減少よりも小さいことから、年間一

般財源ベースでは約12.8億円の黒字というこ

とになりますので、20年間で見ますと約250 

億になろうかと思いますが、そうした効果が

出てくるものという試算がされているところ

でございます。 

 Ｂ欄につきましては、そうした歳入及び歳

出面の20年間の平均値を示しておりまして、

左の表が歳出に関する細目です。歳出の方を

ごらんいただきますと、一番上の黒く網がか

かっておりますところが、法令で移譲します

国・県道管理にかかる歳出で、約44.7億円の
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減となります。 

 次の網かけの部分が、その他の法令で移譲

します事務にかかる歳出で、7.5億円の減、

小計を挟みまして、その下の網かけの部分が

任意事務で移譲するものと、後ほどＣ欄で御

説明申し上げますが、３単県補助金の見直し

分2.9億円の減を含めまして、4.6億円の減と

しているところでございます。 

 この結果、移譲事務にかかる歳出の方の削

減合計が、両括弧のＡで56.8億円と見込んで

おります。 

 右の表が今度は歳入でございますが、一番

上の地方交付税で2.3億円の増。内訳は、そ

の下の欄、法令で移譲する国・県道管理にか

かる分は基準財政需要額――交付税算定上の

基準財政需要額の話でございますが――の減

少よりも、譲与税など需要額に見合った形で

措置されております基準財政収入額の方の減

少幅が大きくなりますので、財源保障機能を

有する交付税上は逆に11.5億円の増加となっ

てまいります。 

 また、その下、その他の移譲にかかる分に

ついては、交付税上約9.2億円の減少となり

ます。 

 その下の譲与税と43.3億円の減につきまし

ては、国・県道管理にかかる財源として措置

されております道路関係の譲与税、これは軽

油引取税交付金とか地方揮発油譲与税等がご

ざいますが、権限移譲に伴って熊本市に移管

される分でございます。 

 また、宝くじ収入17.9億円の減につきまし

ては、これまでは収益金全額を県で収納し、

主として道路等の財源に活用してまいりまし

たが、熊本市が政令市になりますと、政令市

も発行主体に加わることから、収益金の全体

額から市町村分のサマーとオータムジャンボ

の宝くじ収益金を除いた額を人口按分をいた

しまして、算出した額が熊本市の歳入となる

ものでございます。したがいまして、17.9億

円程度の赤ということになります。 

 さらに、その下の欄、県債引き継ぎ負担金

14.9億円の増につきましては、現在、県が管

理しております国・県道につきましては政令

市に権限を移譲することに伴いまして、先ほ

ど説明いたしましたように地方交付税や軽油

引取税交付金、地方揮発油譲与税など、これ

まで県が道路整備財源の一部として発行した

県債の償還財源も含めて移譲されることか

ら、既発債、すでに発行しております地方債

の償還を引き続き行っていく県に対しまし

て、その所要額、新聞では20年間で総額286

億とされておったかと思いますけれども、正

確には利子を含めまして298億円程度と予想

してございますが、その所要相当額を熊本市

が負担することで整理をされているところで

ございます。 

 以上の結果、歳入にかかる県の財政収支

は、両括弧のＢでございますが、年間44億円

の減少となります。その結果、20年間の平均

収支というのが書いてございますが、これが

12.8億円と、結果的には12.8億円の県の財政

にはプラスの影響が出るということでござい

ます。 

 なお、一番下のＣ欄でございますが、これ

まで申し上げました試算の前提を整理してお

りますが、主なものを御説明申し上げます

と、２つ目のポツ、人件費につきましては１

人当たり約800万、及びほぼ固まった移譲事

務にかかる換算職員数――確定値ではござい

ませんが――これを81人と想定して、それを

基礎にしているところでございます。 

 また、下から４つ目のポツでございます

が、河川の移譲に伴いまして、先ほど御説明

しましたが、すでに都市基盤河川整備補助

金、これが国・県・市各３分の１の補助とい

う形になっておりますが、これを受けまして

熊本市が主体的に整備をしております河川が

５河川ございます――藻器堀川、保田窪放水

路、健軍川、鶯川、麹川でございますが――

につきましては、移譲を受けますと、河川管
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理者としての立場からの工事ということにな

りますので、補助スキームが国２分の１、市

２分の１ということで途中で変更されますの

で、経過措置といたしまして、当面、市の負

担増分につきまして、一定期間補助を行うこ

とで整理しているところでございます。 

 その下のポツでございます３単県補助金、

これはひとり親家庭等医療費助成事業、重度

身心障がい者医療費助成事業、乳幼児医療費

助成事業でございますが、先ほど御説明申し

上げました県債引き継ぎ負担金と同様、権限

移譲の数343事務には含まれていなかった調

整項目でございますけれども、熊本市の政令

市移行に伴いまして保健、医療、福祉分野に

おける市の役割拡大と、先行する政令市や中

核市において見直しが行われておりますの

で、そうした状況を踏まえまして、県から現

在の補助率２分の１ということで間接補助を

やっておりますけれども、これを３分の１に

見直すことで整理をされたところでございま

すので、それを前提にしております。このＣ

欄に掲げた条件で、Ｂ欄の試算を行っている

ところでございます。 

 この結果、繰り返しになりますが、歳出面

で56.8億円の減、歳入面で44億円の減とな

り、20年間の平均でございますけれども、単

年度収支で約12.8億円の増加となり、県にお

きましても政令市移行によりまして財政のマ

イナス影響はなく、むしろ他に活用可能な一

般財源が毎年約12.8億円生じるとの試算結果

となっているところでございます。こうした

点も総合的に踏まえまして、この１年間協議

してまいりました事務権限移譲についての基

本的整理がなされたところでございます。 

 それでは恐れ入りますが、委員会資料の方

に戻っていただきまして、21ページをお願い

いたします。 

 21ページの(2)に記載しておりますが、今

回移譲する方向で整理した事務につきまして

は、今後平成24年４月の政令市移行に向けま

して、熊本市において行政サービスが円滑に

行われますよう、事務処理のマニュアルや住

民向けの説明資料の作成、的確な事務引き継

ぎ、必要な事務については熊本市からの職員

研修の受け入れ、政令市移行後につきまして

は一定期間、県から必要な事務につきまして

は職員を派遣して技術的な支援を行うなど、

そうした円滑な事務権限移譲に向けて県・市

で引き続き連携して取り組んでいくこととし

ているところでございます。 

 また、引き続き県が実施するとした事務並

びに今回343の移譲対象事務には上がってい

なかった事務等につきましても、政令市移行

後における熊本市の事務執行体制の整備状況

なども踏まえつつ、将来的には住民サービス

の向上につながるような事務につきまして

は、できるだけ多くの事務権限を移譲するこ

とができるよう、引き続き検討を継続してい

くこととしているところでございます。 

 なお、今回の移譲対象事務は、現在県が行

っております事務のうち、地域の特色を生か

した主体的なまちづくりや住民生活に密着し

た事務などを政令市に移譲するものでござい

ます。各行政分野の全圏域をにらんだ県計

画、あるいは農林水産関係業務や高等学校、

中小企業支援業務など、市町村の区域を越え

て県が統一的・広域的に処理することが必要

な事務等につきましては、制度上、政令市移

行後も引き続き県が担うこととなっておりま

す。 

 次に、大きな２の今後の取り組み予定でご

ざいますが、総務省への事前説明に関しまし

ては22ページの①に記載しておりますが、政

令市の実現に向けては国に対して、県を窓口

に熊本市が政令市としての要件を充たしてい

ることにつきまして、積極的な説明が必要と

なってまいります。政令市は人口要件だけで

はなしに、その他の要件等ももろもろござい

ますので、そうした要件につきまして、すで

に指定を受けた先行政令市の取り組みを参考
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にいたしまして、指定を受ける側から国の窓

口となる総務省に対しまして、政令市の指定

を受けようとする理由や、政令市となった場

合のビジョン、既存の政令市と同等の都市的

要件を備えていること、あるいはそうした都

市的要件に付き物の大都市行政を展開するた

めの県からの事務権限移譲の内容や、それを

実施していく行財政体制の整備状況などを詳

細に説明いたしまして、最終的には政令指定

にかかわる関係省庁すべてに熊本市を政令市

として指定する必要性を御理解をいただいて

閣議決定という形を予定しているところでご

ざいます。 

 こうしたプロセスを踏まえまして、４月以

降、県と熊本市で連携をいたしまして、月

１、２回のペースで窓口の総務省へ事前説明

を行っているところでございまして、今後は

これまでの説明に対する国側からの質問が出

てまいりますので、そうした質問への対応、

他の政令市においても指定時の課題とされて

おります給与制度など公務員制度全体に対す

るコンプライアンスの徹底、政令市移行をに

らんだ都市計画への取り組みなどにつきまし

て、引き続き県・市で連携して説明を行って

いくこととしているところでございます。 

 並行いたしまして、熊本市におきましては

将来ビジョンの策定、区の名称の選定、区役

所の整備、政令市移行後の事務執行体制の整

備が進んでおりまして、県の方からも随時、

助言等を行っているところでございます。 

 21ページの左下に戻っていただきますと、

スケジュールの方でございますが、22ページ

の②のところとも若干重なりますが、平成24

年の４月を目標として、既存の政令市の例に

よりまして検討いたしますと、総務省への事

前説明が進捗し、県から市への事務権限移譲

の内容が固まった段階、すなわち政令市移行

後の事務執行体制や区役所の業務内容が大体

固まりまして整備への反映も可能となるなど

事務作業が進捗してまいる段階、県及び熊本

市ではそうした時期を年末から来年初めごろ

というふうに予定しておりますが、熊本市議

会でまず要望書の議決をしていただきまし

て、県の方に政令指定に関する要望書が提出

されてくるものというふうに考えているとこ

ろでございます。 

 これを受けまして県といたしましても、そ

の直近の県議会におきまして、国に対して政

令市としての指定を要請する旨の意見書の議

決を行っていただきまして、平成23年度早々

にも県から国への要望書の提出、平成23年度

半ばには閣議決定、政令公布というミリミリ

のスケジュール感で進めてまいりませんと、

平成24年４月の政令市誕生には間に合わない

と考えておりまして、そうした予定を立てさ

せていただいているところでございます。 

 大変長くなりましたが、説明は以上でござ

います。 

 

○藤川隆夫委員長 以上で、執行部からの説

明が終わりましたので、これより質疑に入り

ます。 

 まず、議題１の道州制関係及び議題２の地

方分権改革関係について、質疑を行います。

質疑はありませんでしょうか。 

 

○前川收委員 道州制と地方分権も似たよう

な話なんですけれども、この委員会でもずっ

とこれまで議論してまいりましたけれども、

道州制が施行されることによって権限移譲と

いうのは、これは次の国・県等が絡んでくる

んですけれども、これ表裏一体の話なんです

けれども、常に我々側からの視点でずっとこ

の問題を見てきたわけでありますが、最近思

いますのは、国が国として全国統一できちん

と事務を見ていただかなければならない、ナ

ショナルミニマムでというんですかね、最低

限、国できちっと見ておくべき事務というの

が、この議論の中でほとんど確立してないの

かなということを感じております。それは当
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然、国の方は議論するべき部分もあるんでし

ょうけれども、むしろ、それは国の議論と同

時に、地方から見て、やっぱりここはちゃん

と国が全国統一でしっかり見ておかないかん

というような部分を、地方の中でもやっぱり

議論をしていく時期にもうきているんじゃな

いかなと思っております。地域主権という言

葉はいいんでしょうけれども、その中で国の

体制そのものまで揺らぎかねないような権限

が、例えば、この間これは国の機関なんです

けれども、尖閣列島の領海侵犯問題がありま

したけれども、一沖縄の検察が国際問題とい

うんですかね、領海侵犯的なものに国際的配

慮をした結論を出してしまった。それを国家

統治権のある総理大臣は、検察の判断だとい

うことで、全く国はガバナンスがきいてない

状況になっている現状――たぶん今でもそう

でしょうね――そういうことになってしまっ

ているということを見ると、本当にやっぱり

我々は地方分権は分権で権限移譲も必要、道

州制もいいでしょう。しかし、そればっかり

言って、では国がなくなってしまうというん

ですか、国の基本がわからなくなってしまう

というような事態に陥ってしまえば本末転倒

どころか、そうなってはならないわけですか

ら、地方側から、こことここと、ここ、例え

ばマクロ感覚から言えばみんな一緒でしょう

けれども、外交とか防衛とか教育とか、こう

いったものはやっぱり同じじゃないとだめだ

と。日本人があの地域で受けた教育と、こっ

ちで受けた教育が違うということがあって

も、やっぱりおかしいでしょう。そういった

部分がどの部分なのかということは、例えば

全国知事会の中で権限移譲はまだずっと先の

話なんですけれども、どういう議論がなされ

ているのか、もしくは分権改革の方で地域主

権何とかかんとか、戦略大綱とか書いてあり

ますけれども、こういうところでどういう議

論が今あっているのか、ちょっと情報を教え

ていただきたいと思います。 

 

○坂本企画課長 全国の動向、情報の前に、

まず今議会で西岡先生の御質問にお答えする

形で知事の方が、日本の取るべき国家戦略と

地方再生というような答弁をしております。

国家戦略についてということで、「国は国家

としての安全保障や外交、国民が安心して暮

らせる社会保障制度の確立などに特化し、国

全体を安定させる役割が求められています。

国は、それを果たすことに全力を尽くすべき

です。」という前提のもとに、一方で、「地方

ができることはすべて地方に任せる地方分権

型社会」という、そういうフレーズで知事が

説明しております。 

 地方自治法の第１条の２第２項にも国の業

務というのが記載されておりまして、「国に

おいては国際社会における国家としての存立

にかかわる事務、全国的に統一して定めるこ

とが望ましい国民の諸活動若しくは地方自治

に関する基本的な準則に関する事務又は全国

的な規模で若しくは全国的な視点に立って行

わなければならない施策及び事業の実施その

他の国が本来果たすべき役割を重点的に担

い」となっておりまして、そのあたり、国が

当然すべきことを当然した上で、それ以外の

ことを地方にすべて任せてくださいというス

タンスで、全国知事会も九州知事会も熊本県

も、そういうスタンスで臨んでおるというこ

とです。 

 

○前川收委員 わかっています。ただ、国が

当然担うべき事務というのがどこまでなのか

というところは、何か議論されてないんじゃ

ないですか。例えば、坂本さんが今おっしゃ

ったが、さっき僕はあえて教育という話をし

たんですけれども、北海道の子どもたちが受

けている教育の内容と九州の子どもたちが受

けている教育内容、義務教育の範囲の中で全

く違うというようなことがあっていいのかな

ということが、１つあります。 
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 それから福祉の問題も今ちょっと、それは

自治法の中でおっしゃっているようですけれ

ども、例えば福祉だって、これはナショナル

ミニマムととらえるのか地方でいいのか、ち

ょっと議論があるところでしょうけれども、

どこに住んでいる人と、どこに住んでいる人

が違うところで違うサービスだと。サービス

に非常に差が出てしまっているということで

いいのかどうなのかというのも、やっぱり議

論を要するところでしょうから、我々は分

権、分権と権限移譲の話は当然していますけ

れども、国でしっかりやるべきですよという

視点からの議論が余り進んでないように感じ

ていますけれども、自治法に書いているもの

は今までそうだったという前提ですから、今

後、地域主権や道州制を進めていこう、地方

分権を進めていこうという前提として、国が

しっかり持っておくべきナショナルミニマム

的なものがどういう機関で議論されているの

か、もしくはされていないのか、その辺を教

えてください。 

 

○坂本企画課長 今、九州知事会の中で行わ

れているその受け皿をどうするかという議論

の中で、丸ごと受けるというようなことを、

佐賀、大分、うちの県とかが中心にいろいろ

検討を続けています。その議論している中

に、当然、丸ごとと言いながら当然国がやる

べきことというのを、まず仕分けすべきだと

いうことで、１つ１つの事務の中で、例えば

外交にかかる部分であるとか貿易に関する部

分だとか検疫事務だとか、そういうことに関

して、これは当然国の出先機関がそのまま持

つ国の業務だというような具体的な仕分けは

九州知事会の中では議論をしておりますが、

全国の中で、例えば教育の全国のナショナル

ミニマムがどのあたりにあるのかといった議

論というのは、非常に、議論がそれぞれ各県

ごとにスタンスの違う状況にあるのではない

かと感じています。 

 

○前川收委員 最終的には、地方の意見やそ

ういうものを踏まえて国が決めなければなら

ないんでしょうけれども、国でその議論がさ

れてないというのはやる気がないということ

だと、私は逆説的に見ております。本来、国

が本気で権限移譲をやろうと思うなら、国が

ここだけはがちっと国でやらなければならな

いですよという議論があって、それがあった

上で、ではこの部分は地方でお願いしたいと

いう話になるべきなのに、まずどれを出すか

かれを出すかと、地方側からの要望とか、も

しくは省庁はほとんど出す気がないようなさ

っきの結果も出ているんですけれども、そう

いう議論ばっかりぐるぐる回っている。なぜ

かというと、ナショナルミニマムが、たぶん

みんなコンセンサスになっていないでしょ

う。なっていないと私は思っています。私の

個人的な考えです。ですから、そこはぜひ九

州知事会でも、さっきの知事の話じゃないで

すけれども国家観として、この部分はやっぱ

りちゃんと九州の知事会はこれは国でやるべ

きだというものをきちっと固めて、それをア

ナウンスして国にも要望していくなり、ちゃ

んと言っていくというぐらいの最初の入り口

の話が、僕もずっとこの道州制の中にいて反

省しているんですけれども、いつもずっと受

け身側になっていて、それよりももっとやっ

ぱり国が守るべき部分というものの議論が先

にあった方が普通はあたりまえなんだろうと

いうふうに思っています。我々もそういう視

点でやっぱり議論をもっと深めなければいけ

ないなと思っていますが、九州知事会で、ど

うせ執行部が主導しながらやるんでしょうけ

れども、そこをやっぱり、あれは要らない、

これは要らないじゃなくて、これはちゃんと

国がやるべきだという理論も含めて、そうす

ると国家観が見えてくると思うんですね。本

来は九州知事会でやるべきじゃなくて、もっ

と大きな視点で国会あたりできちっと議論さ
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れるべきなんでしょうけれども、まだそれが

余り具体的じゃないから、そういう仕掛けを

どんどんアピールしていただければと思いま

す。 

 

○坂本企画課長 全国の知事会の中ではいわ

ゆる国の出先機関の廃止という、そういう議

論の中で国の役割がどこまでかという議論を

しています。国の方は、地域主権戦略大綱の

中で、国の出先機関の廃止の議論の中で国と

地方の役割分担という中において、先ほど申

し上げたような地方自治法第１条の２第２項

のああいった国の本来果たすべき役割を重点

的に担う、それ以外は地方だという考え方を

示していますが、その考えに基づいた自己仕

分けがなかなかうまくいってないようだ、と

いう状況を御説明したところです。 

 

○前川收委員 それはよくわかっているんで

すけれども、もうちょっと、そういった地方

側の視点じゃなくて、国民として国のありよ

うとしての形をつくっていく上で、国家とし

て全国均一ナショナルミニマムできちっと責

任を持って担うべき事項というのを整理して

いただければ助かります。移譲するときに、

これが要るか要らないかとか、そういう議論

よりも、もうちょっと国家としてガバナンス

がちゃんときくかどうかという部分まで含め

てですね。やれるかやれないかじゃないです

よ。やれるかやれないかだったら、それはや

れるでしょう。教育だって何だって地方はや

れると思います。しかし、やっていいのかど

うなのかという議論が必要だと思うんです

ね。これは全国均一であるべきなのか、国民

として我が国の国家として、これは地方で持

つべきなのか持ってはならない、やっぱり国

が持つべきなのか、そういう視点からの議論

というものも含めていただきますように、お

願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員長 今のは要望ですので、九

州地方知事会のほうに、知事を通してでも構

いませんので上げてもらえればというふうに

思っております。 

 

○前川收委員 具体的に、どういうものが国

家ということに、今ずうっと仕分けなさって

いらっしゃるんでしょうから、次の委員会で

もいいですから、九州知事会がお考えの国家

が担うべき事務というものが、どういうもの

だと思っていらっしゃるのかを御提示いただ

ければと思います。経過で結構です。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには。 

 

○松田三郎委員 資料の１５ページ、一括交

付金化について、財政課長にちょっとお尋ね

します。 

 中身については、細部についてはまだ決ま

ってないところも多いので、極力中身につい

てはお尋ねしませんけれども、わかる範囲

で、あとプラス予想、推測でも結構でござい

ます。 

 今後、熊本県の予算も23年度予算に向けて

ずっとつくっていくわけでしょうけれども、

その間に早ければ23年度に一括交付金化を一

部導入したいと。並行的にというより、だん

だんある程度スキームがわかってきながら、

県の予算もつくっていかなければならないと

いう時期がかぶってくることもあり得る。そ

の場合に、中身がちょっとわかりにくいの

は、配分のところで事業計画に基づく配分と

客観的指標と。客観的指標はこれから出るん

でしょうけれども、ということは、例えば今

までの積算に関しては何々事業の感じで積み

上げて、大体熊本県としてはあるいは市町村

としてはこれぐらいというのを一応作業はし

ないわけでしょう、そして総額を何に使うか

はまた別という形で非常に、検討してもこれ

からどういったことに特に注意して予算を編
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成しなければならないのかというのが、課長

なりが我々に教えていただきたいという。も

うちょっと具体的に言いますと、例えば県の

役割も完全に一括交付金化してしまえば、か

なり変わってくるだろうし、例えば補助事業

でも県の負担があった部分もなくなるんだろ

うと思いますし、あとは直接市町村との、一

部交付金もそうであるように、変わってきて

いるということも考えると、県の役割あるい

は県の今まであった負担がなくなる、そうい

うのを含めて当面この23年度予算を編成する

に当たって、どういったことが考えられると

か、どういったことがちょっと心配であると

か、ちょっと抽象的な話になりますが、わか

れば課長の方から教えていただきたいと思い

ます。 

 

○小林財政課長 財政課でございます。 

 委員御指摘の一括交付金についてのお尋ね

でございますが、現在のスケジュールでは、

ここの資料にもございますとおり、平成23年

度から投資に係る補助金が段階的に導入され

ます。そのような中で、これから予算編成を

進めていくという状況にあるわけでございま

す。現在のところ、まだ制度の概要というも

のがかちっとした形で出てはまいってはおら

ない部分でもございますし、そういう状況で

ありますので、なかなか確たることを申し上

げづらいという点は御容赦いただきたいと思

います。しかし、やはり何といっても我々と

してしっかり見ておかなければならないと思

うべきところといたしましては、一括交付金

に導入されることによって総額が削減され

て、三位一体の改革の二の舞いになるような

事態、そういったものだけは避けていかなけ

ればならないだろうなというふうにも思って

おりますので、まずはしっかりと総額が確保

されて、地方の安定的な財政運用が図られる

ようにやっていくべきではないかというふう

に考えておるところでございます。 

 

○松田三郎委員 それは今までこの委員会で

も議論になったように、おっしゃるとおりで

ございます。総額というのを、例えば制度が

変わるわけでしょうから、例えば今までの過

去何年から何年はどれぐらいだったという総

額というのは大体でるわけですね。ただ、毎

年毎年その違うわけでしょうから、各市町村

あるいは県の事業。今まではこの事業をして

いたけれどもやめるとか新たに始めるという

ので、総額というのかなかなか、平均値は取

れるとしても、前年度と単純に比較するわけ

にもいかないでしょうから、総額というのは

国全体のということですか。例えば、熊本県

を例にとった場合の総額は増えた減ったとい

う判断というのは、簡単にわかるものです

か。 

 

○小林財政課長 総額ということは先ほど申

し上げましたが、例えば災害復旧なんかを例

にとっていただければと思いますが、数年間

でいつもの倍ぐらい必要になっているとか、

事業費のでこぼこがある部分というのはござ

います。そういったものも含めて、しっかり

と財源措置をしていただきたいというのが、

我々これから求めていかなければならない部

分ではないかというふうに思っております。 

 

○松田三郎委員 あと確認ですけれども、さ

っき言いましたように直接市町村とのやりと

りが増えてくるわけで、やりとりというか、

客観的手法は別として、県の役割、事務的な

ことはかなり減ると理解していいんですか。 

 

○小林財政課長 一括交付金の導入に当たっ

ては、そのような形でやりとりも減ってくる

というふうな話は国の方から聞こえておりま

すが、まだちょっと具体的なものができ上が

ってない段階では、ちょっと申し上げにくい

というのが正直なところではございます。 

 - 14 -



第19回 熊本県議会 道州制問題等調査特別委員会会議記録（平成22年10月４日) 

 

○前川收委員 関連でいいですか。 

 もう聞くまいと思ったんですけれども、前

回も言いましたが、ひも付き補助金というの

はなぜひもが付いているかというと、事業認

可、事業申請をして、この事業を国が認めま

す、だから補助金を入れますということで、

ひもが付いて補助金がきていた、その積み上

げがいままでの補助金総額だったと思うんで

すね。その補助金総額が一括交付金に変わる

という形になって、では中身はどうなんです

かという話を前回したんですけれども、結

局、中身は１つ１つ事業が事業認可を得て、

例えば道路だったら道路の基準があって、こ

としだって、あそことあそことあそこが国か

ら、何路線は国から補助をいただきました、

認可をいただきました、事業認可をもらいま

したと言っているわけですけれども、それは

基準に基づいて基準をクリアしているかどう

かが１つのものになって、それをちゃんと国

に申請して検査、検査というのかな、これは

ちゃんと国の規定どおりだからいいでしょう

という話で、要するに補助金が付いてひもが

付いてということですね。それは、その作業

は今後は変わらないのかなというと、恐らく

私は変わらないんだろうと思うんですね。そ

れはなくならない。なぜならば、国・県道の

道路基準というのがあるわけでしょう、基準

が。要するに、車道の幅が何メーター、そこ

をどしこつくって歩道はこのくらいにしなさ

い、いろいろかなり幅は広くなってきている

にしても、かなりやっぱりそういうちゃんと

した基準があるわけで、それはどうでもいい

ですよとは国が言っているわけではないわけ

ですから、そこは変わらない。となると、ひ

も付き補助金がひもはなくなりましたが、色

は付いていますという形になると思うんです

ね。要するに、これに使わなければならない

というひもは絶対今あるひもですね。これは

なくなるかもしれない。しかし色は付いてい

る。それは総額がそのことの積み上げによっ

てできた総額だから、色は付いているという

ことです。だから今とどう変わるのかが私は

よくわからないんですよね。かりに色が付い

た事業を、一括交付金ですから、やりませ

ん、県は県の裁量で全くほかの事業に回しま

すといったときに、いやおかしいですよ、あ

なたたちはもともとこれは申請したじゃない

か、くれと言ったじゃないか、それでカウン

トして入っているんだよということをもし言

って、それはそれに使えという話になった

ら、これはひもですよ、色じゃない。もう、

ひもになっちゃう。もしくは、そんなのは全

部取っ払って、いわゆる今までの事業全体と

か人口割りとか面積割りとか、そういった地

域形態とか客観的な部分だけで積み上げて交

付金を試算するとすれば、それは地方交付税

とどこが違うんですかという話になって、い

わゆる地方の実態的な需要にきちっとこたえ

る制度になり得るのか、それはもう各県平

等、均等割という。均等じゃなくても、きち

っとした需要は人口割とかで配分されるだけ

であって、熊本としてこれを今やらなければ

いけない、10年後は要りません、今まではこ

れが要るから財政需要が必要ですというよう

な特色あるやつをきちっと出そうとしたとき

に、それはきかなくなる可能性があるという

ことだろうと、私は自分なりの解釈で思って

いるんですよね。だから具体的にいつから始

まるのか私はよく知りませんけれども、その

辺のところはやはりきちっと国に聞いてくだ

さい。答えられないじゃ困ると思います。も

う要するに、何か陳情がだめだとか、東京に

行くとか行かんからとかいって、一括補助金

に変えますと言っているけれども、事業認可

を取るためにどうせ行くわけでしょう。そこ

の部分が変わらないと、何も変わらないんで

すよ。許可をもらえんから、認可が取れるか

取れないかで金がくるかこないか、ひもじゃ

なくて色が付いていますという話だったら、
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私は何も変わらないと思う。それより総額的

に全体がこうなっていまして中身はこうこ

う、こうですと、しかし総額抑制ですと言わ

れてだまされるぐらいなら、今のひもが付い

ていた方がはっきりわかりやすくて地方は損

をしないというふうに思っていますので、そ

の辺の違いはしっかり内容を、固まってない

のかもしれませんが、もし固まってないなら

全国知事会ぐらいでそれは突き詰めた内容で

議論をしてもらわないと困りますよ。たぶん

私は総額抑制がかならずかかってくるだろう

と想像していますけれども、その辺の感触は

いかがですか。どうなるのかという設計を、

何か持っていらっしゃるんですか。 

 

○藤川隆夫委員長 だれか答えられますか。 

 

○坂本企画課長 ６月の時点から今日まで、

新たな情報を何しろ集めてほしいという宿題

をいただいておりましたが、この程度の情報

しか持ち込めませんでした。何しろ我々も、

どういう制度設計になるのか、まさにそうい

う時期にきておりまして、わからないと来年

の予算も組めないということだと思っており

ます。 

 なので、確かにおっしゃるとおり国に対し

ても制度設計を十分教えてもらうようにとい

うか、まずその制度設計をしてもらうという

ことだと思うんですが、まだできてないもの

だと思います。 

 

○前川收委員 来年からなんでしょう。 

 

○坂本企画課長 投資にかかる補助金につい

ては、23年度以降段階的実施という表現が、

たぶん今年の国交省関係の補助金の、一括交

付金のような補助金、ああいった程度を段階

的にしていくのかなと。 

 

○前川收委員 ということは、これはもう補

助金ですよ。まとめて一括交付金で出しま

す、ひもは付けていませんと言っているけれ

ども、内容は色がついているから同じだとい

う、今のこの時点においてはそう思っておか

ないと、何か間違っちゃうじゃないですか。 

 

○坂本企画課長 たぶん客観的指標を突き詰

めていって、面積とか人口とかになってきま

すと、交付税とどのように違うのかという議

論も出てきますので、非常に具体的に、この

事業計画に基づく配分と客観的指標による配

分を用いるという、その辺の調整のし具合が

どういう形で出てくるのか、まさに注視して

いるという以外に…… 

 

○前川收委員 それだったら、名前はどうで

もいいから、いわゆる投資的経費に対しては

今までどおりきちっと積み上げて、内容、内

訳がわかるようにきちっと交付してほしい

と。でないと、内訳を言わないで総額抑制を

かけられちゃうんですよ。交付税と一緒で、

それで見ていますよと言われて、本当はどこ

に入っているかわからないというやり方。そ

の部分と、いわゆる客観情勢で見る面積割と

か人口割で見る部分は分けてもらえませんか

と。それは交付税に何かまた違う名前をつけ

てもらえば、それはそれでいいわけでしょう

から、そういう提案を熊本からわかりやすく

なさらんですか。その方がわかりやすいです

よ。(「大雑把にやっている」と呼ぶ者あり)

大雑把どころか、中身がどうやってその交付

金が積み上げられるのかもわからずに、ひも

付きは廃止するといったって色は絶対つきま

すよ。その根拠は、さっき言ったように今で

も土木部はだれかいるかどうか知らんけれど

も、あの河川改修の補助金をもらうために、

ちゃんと国と協議しているじゃないですか、

道路の協議もやっているでしょう。それはま

た必要ですよ。どんなことでもやっていいわ

けじゃないわけですから。その基準をクリア
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したものが補助金としておりてきているのだ

から、今でもそんなに変な制度じゃないわけ

ですよ。そこは余り従順過ぎるのじゃなく

て、今度はもう来年度予算編成をやらないか

んのに、まだわからんとはどういうことかと

いうぐらい、やっぱり言わなんですよ。 

 

○松田三郎委員 一部関連しますけれども、

今後の我々の質問にもかかわることで、ほか

の部署の方でも結構ですが、我々が実感して

いるのは、政権がかわって政治主導だと、政

務三役しかわかりませんという話をよく聞き

ます。恐らく今この制度が重要な制度が変わ

る時期においても、今までであればよきにつ

けあしきにつけ事務方同士でという、例えば

企画課長が担当のどこかに国の課長さんか部

長さんかに、大体こういう方向に行きますよ

というのが、ある程度の段階ではわかったと

思いますけれども、今はどこの部署も大体あ

れですか、聞いても全然教えてくれんとか。

ほかの法律改正とか制度改正もそういう状況

ならば、我々も今後、皆さんに国のことを聞

いても全然わからんなら、ちょっと質問の仕

方も考えなければならんかなという、それぞ

れのお困りの部分あるいは実情は、その事柄

によって違うのか、ちょっとその辺も聞いて

おきたい。 

 

○藤川隆夫委員長 わかりました。この件

は、総括して部長の方がいいのかな。(「わ

からんなら、わからんでよかけん」と呼ぶ者

あり)ちょっと待ってね。まず執行部から。

今の県と国とのかかわりですよね。いろんな

ことを聞いてもきちっと情報がくるのか。ま

あ情報は余りこないという話もありましたけ

れども、その部分を含めて、政権がかわって

からの状況を含めてちょっと話してもらう

と、わかるかもしれません。 

 

○松山総務部長 私の方では、基本的には今

までの国に対する提案というのはまとめて企

画の方から持ち上がって議論するというのは

ありましたけれども、個々の事業についての

問い合わせとか、そういったものはやってい

ると思うんですけれども、ただ、確かに以前

と比べますと頻繁に、何といいますか、コミ

ュニケーションというか、それが少し少なく

なってきているんじゃないかなというふうに

感じておりますけれども、これは特に事業課

なりでどうなのかなという……。 

 

○藤川隆夫委員長 わかっているところがあ

れば直接、具体的にあれば……。 

 

○小嶋市町村総室長 私どもの方も市町村か

ら同じようないろんな、今委員から出ており

ましたような質問等がきておるんですけれど

も、８月末に地域主権改革についての説明会

を、内閣府の方から来ていただいて研修会を

ちょっとやったんですけれども、やっぱり今

企画の方から話が出ておりましたように、ほ

とんど今の段階では事務方としては、今御説

明した以上のものはわからないというような

状況でございました。 

 それで、私どもの方が市町村の方からいろ

いろ聞いておりますのも、先ほど来先生がお

っしゃっておられましたように、補助金につ

いての自由度を上げるという観点から最初

は、そういう一括交付金とかそういったもの

も出てきたのかと思いますけれども、やっぱ

り総額が確保できるのかということと、配分

する場合の客観性とか平等性とかそういうも

のをどう確保するのか、それをきちっとやっ

ていきますと交付税とほとんど変わらんよう

になるんじゃないか。あとは、やはり成果の

検証ということで、今は事業等につきまして

も、事業をやった後は、例えば会計検査院あ

たりがきちっと検査も、そういう基準でもっ

てやっていくということになるわけですけれ

ども、そういう成果の検証みたいなものはど
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んなふうになるのかなとか、非常に見えない

中で苦労している、どうしたらいいのかとい

うことでございますので、私どもも一生懸命

情報は取ろうということで努力はしておりま

すけれども、今の状況はまだ、今説明があっ

た程度しかわかっていないということでござ

います。 

 

○藤川隆夫委員長 わかりました。では大変

厳しい状況かと思います。なかなか情報も取

りにくいという話ですけれども、やはり常に

コンタクトしていただいて、やはり情報収集

をさらに図っていっていただければというふ

うに思います。(発言する者あり)意見という

形でよかですかね。 

 

○田大造委員 民主党が政権を取って１年

たったんですが、その象徴的なひも付き補助

金から一括交付金へと、これは象徴的な政策

になるはずだったんですが、参議院選挙から

代表選挙と、ちょっと党本部で議論というの

がとまっているのが正直なところだと思いま

す。私の方にも、具体的な説明というのがき

ていません。本当に申しわけないなと思って

いるんですが。 

 まず、この一括交付金は、ひも付き補助金

というのが各政策にも細部に至り政策として

がんじがらめになっていた。とらえ方として

は、この一括交付金は県職員、地方自治体が

クリエイティブな県職員、公務員としてのク

リエイティブさを取り戻す新しい試みという

ふうに私はとらえています。また党本部の多

くの国会議員も、このクリエイティブさを地

方に取り戻すための大きな方針であると考え

ているんですが、実際そういうことが、こう

いう一括交付金になることによってクリエイ

ティブさというのが本当に取り戻せるのかと

いうのは、ちょっと私もわからない部分が多

いんですが、それに関してどのようにとらえ

ているのか、ちょっとお聞きしたい。硬直化

というのが、ひも付き補助金であったのか、

またこの制度によって県にとっては望ましい

政策なのかどうかというのを、ちょっとお聞

きしたいんですが。 

 

○藤川隆夫委員長 わかりました。では、今

度のひも付きから一括交付金にという、今の

一括交付金の流れの中で、これが県として、

非常に答えにくいかもしれませんけれども、

自由度が上がっていろんな事業に考えられる

のかどうか、その付近の話だろうと思います

が、それをだれか。 

 

○河野企画振興部次長 企画振興部の河野で

す。 

 この交付金評価についての御質問ですが、

先ほどから議論があっていますこの投資経費

のいろんな基準の中でやっている中で、この

自由度がきくのかという話は、非常に矛盾を

はらんでいるような話なんですが、この地域

主権戦略の全体の中で、出先機関の廃止とか

交付金化とかいろいろ個別に出てきますけれ

ども、例えば、この事業のこの交付金化の自

由度を上げるためには、その前提としてやっ

ぱり権限移譲がないと、今おっしゃったよう

に全部国の方針の中で作業をしながら自由度

だけをというのは、非常にどこかでひずみが

くるかと思います。これはまだ推測の段階で

申しわけないんですが、権限移譲がなんらか

の中で、そういう道路構造令とかいろんな形

が国と県と市町村の関係がある中で、自由度

だけを広げるというのは、やっぱり今申し上

げたような形がありますので、今この交付金

化だけの評価をお尋ねになりましたけれど

も、やはりこれはもし自由度を高める、県、

地元自治体のクリエイティブさを高めるとい

う中では、今申し上げたようないろんな、ほ

かの権限移譲とかそういったものがある程度

一体的にした上で初めてそういうものが地元

でどうできるかという議論になろうかと思う
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んです。ちょっと私が今まで議論を聞かせて

いただいて、そういう全体的な環境の中でや

っぱり動いていくしかないのかなという感じ

が、今のところ申し上げるお答えということ

になります。よろしく、お願いします。 

 

○藤川隆夫委員長 ということで田委員、

よろしいですか。また政権の方にいろんなこ

とを言っていただければと思います。 

 

○馬場成志委員 抽象的な話が続いて申しわ

けありませんけれども、今までの政権でも、

地方分権とかスピードを持って動いてきたわ

けではない。しかし今、政権はこういったこ

とを強く打ち出している部分がある。ただ、

姿を見ておってそれが進むとも思わないか

ら、こういう議論になってくるんだろうとう

ふうに思いますけれども、さっきから話を聞

いていると、例えば行政間のその問題も情報

が入らないと。情報が入らないということ

は、こっちの声も聞いてないということだろ

うと思いますし、あるいはさっき民主党の

田先生の方からも話がありましたけれども、

党の地方支部ともキャッチボールをやってな

いというような状況だったら、私たちが常に

恐れている国の勝手な地方分権であるとか、

そういったものが出てくる可能性が高いとい

うことですよね。だから、さっき地検の問題

とかも出ましたけれども、都合のよかところ

だけ地検のせいにしてしまったり、そういう

ことが一番私たちが恐れておるこの委員会の

意義でしょうから、本年度中にやられるかど

うかわかりませんけれども、やっぱりいつの

日か国に対してしっかりとしたものを上げて

いかなければいかんというふうに思いますの

で、それは委員長がお考えになることだろう

というふうに思いますが、先ほどから話が出

ておるように、これがこうなったら自分たち

はこう困るんだというセクション、セクショ

ンである程度のまとめを本当に１つ１つを具

体的にまとめ、もうすでに何らかのものはあ

るんだろうというふうに思いますが、ここで

具体的に質問が出ないと答えられんのかもし

れませんが、そういったものを各セクション

でしっかりと玉出しをしておいていただきた

いというふうに、お願いをしておきます。 

 

○藤川隆夫委員長 そういう形で、お願いい

たしたいと思います。 

 それ以外には何かありますか。 

 

○堤泰宏委員 きょうは質問せんはずだった

んですけれども、16ページ、議会制度、専門

的知識を要する少人数の議員で構成される議

会とする考えがあると。そして、またほかに

書いてあるんですけれども、これは議会とい

うのは住民が選ぶわけですから、専門的知識

を有する少人数の議員はだれが決めるとです

か。こぎゃんいい加減なことをしておるとい

うことは、すべてがいい加減じゃないです

か。それは憲法改正をしないとできんです

よ。だれか答えてください。 

 

○藤川隆夫委員長 どこが答えられますか。

坂本企画課長かな。 

 

○坂本企画課長 地方政府基本法の制定とい

うのは、自治法を抜本的に見直すという中で

の検討が進められています。どういうことが

あり得るのかという、いろんな議論を交わさ

れているようです。その中で、地方公共団体

の基本構造がどうあるべきかとか、あるいは

議会制度についてのその考えられる論点とい

うようなことが、いろいろ交わされていると

いうことを整理しております。 

 

○堤泰宏委員 そげな返事は要らんとです

よ。こういうことができるかできんかば尋ね

たんですよ。専門的知識を有する議員で議会

ばどぎゃんして構成するですか。憲法改正し
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ますと、だれかが言えばそれまでです。(発

言する者あり) 

 

○藤川隆夫委員長 返事ができそうになさそ

うですけれども……(発言する者あり)これ

は、地方行財政検討会議における中で出てき

た話なんでしょう。 

 

○坂本企画課長 地域主権戦略会議の中で、

この地域主権戦略大綱というのが固められて

閣議決定をされたという…… 

 

○堤泰宏委員 これは、閣議決定されている

んですか。これは、意見として出されている

だけじゃないんですか。 

 

○小嶋市町村総室長 地方自治法が関係して

いるものですから……。今、説明があってお

りましたように、堤委員の方からもお話がご

ざいましたように、憲法上は議事機関を置く

というのが一応書いてあります。地方公共団

体には議事機関として議会を置くと。あと詳

細につきましては、地方自治法の中でいろい

ろ細かい規定がございます。 

 それで、今議論が出ている中ということ

で、ここに一応そういう形で挙げてあります

が、恐らくタイトルから見ますと地方自治法

の抜本改正に向けて考えていくということで

すから、考え方としては今先生がおっしゃっ

たように地方自治法を抜本的に改正をするほ

どの議論が要ると。そしてまた、さらにそれ

が例えば議会制度のあり方、根本的なあり方

に触れてくるということになりますと、場合

によっては憲法の規定との関係も出てくるの

かなと、そういう検討を今から行っていく

(「主権在民じゃなか」と呼ぶ者あり)そうい

うことだと思います。 

 

○藤川隆夫委員長 それでは、ほかにこの件

に関してありませんか。 

 

○馬場成志委員 これはスケジュールか何か

あるとですか。 

 

○坂本企画課長 基本法制定については、工

程表は示されておりません。(「わかりまし

た」と呼ぶ者あり) 

 

○藤川隆夫委員長 それでは、道州制及び地

方分権改革関係については、よろしいです

ね。 

  (「はい」と呼ぶ者あり) 

○藤川隆夫委員長 それでは、次に政令指定

都市関係について、質疑に入りたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

 

○前川收委員 今議会の一般質問等でも議論

が随分あっておりましたけれども、先日の新

聞で熊本市が政令市になったとき、熊本市の

財政状況の見通しということで、記憶してい

ませんが、たぶん年間平均で20億前後のプラ

スという指標が出ておりまして、さすがに政

令市になれば、熊本市は財政効果も出るのだ

なと思っておりました。ぜひ、こういう指標

を熊本県側から、どうなるのかというのを出

してほしいと思っていましたが、きょう出し

ていただきまして、20年間の１年間の平均が

12億8,000万ということですから、熊本市も

よくなる、県もよくなるという、最近のはや

り言葉でいえば「ＷＩＮ ＷＩＮ」になって

いるようでありますので、これはこれでいい

んですけれども、問題は私は、このＷＩＮの

金12億8,000万円がもっとふえるようにする

にはどうすればいいかということが１つ。そ

れと、それがどう生かされていくかというこ

とがもう１つの部分だろうと思っています。

もっとふやせないかという部分については、

先ほど権限移譲の説明の中でお話がありまし

た連続立体交差、今の制度でいけば県が事業

主体のままであっていった方が有利だという
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ことですから、それはそれでいいです。しか

し、負担割合ですね。これまでの県と市が負

担している、決めている負担割合を今回、政

令市で熊本市がグレードアップなさるわけで

すから、若干、熊本市を重くして、若干その

分を熊本県が減るというぐらいの負担割合が

変えられないのか。権限移譲しないというこ

とと、負担割合が変わらないというのは別の

話だと思うんですね。権限移譲はしなくても

負担割合は変えるということだってできるだ

ろうと思うんですけれども、その辺がどうな

るのかをひとつお尋ねしたいというふうに思

います。 

 それからもう１つは、今言いました12億8,

000万円を１年間平均、まあ後半に出るんで

しょうけれども、20年間。これを政令市効果

として政令市以外の地域にどう波及させてい

くのか。それは早田先生も質問なさいました

が、県のデザイン、うちの党からも出ました

けれども、その県の全体のデザインをどうつ

くっていくのかという話につながってくると

思っています。知事答弁では、たしか来年度

いっぱいにそれを政令市までに示すというこ

とでありまして、ソフトの話はどれだけでも

できますし、それはもうバラ色のソフトの話

は簡単な話なんですけれども、要はやっぱり

ハードですよ。本当に最後の成果になるの

は、ハード部分がこれまでとどう変わったか

ということです。私の感覚から言えば例え

ば、例えばですよ、11ある県事務所ですね振

興局、熊本市が政令市になれば、ほぼ10にな

るでしょう。10で割れば、年間１億2,800万

円はプラス効果で地方に入れますと、均等割

にした場合ですよ。１億ぐらいかいと思うか

もしれんけれども、今は振興局、地方でやっ

ている事業で１億というのは結構でかくて、

あと１億あるならばというのは、たぶん皆さ

んもお感じになるところがたくさんあると思

いますけれども、そういう形をどういう形で

実現していくのか、ぜひ、そうしてほしいと

思っています。その辺のアバウトな考え方が

あるかどうか、ぜひお聞かせいただきたいと

思います。２つです。 

 

○藤川隆夫委員長 最初の質問は、12.8億の

黒はどうやってふえるかというのと、もう１

点が負担割合…… 

 

○前川收委員 連続立体交差の負担割合とい

うのが、今後大きくなると思うんですね。 

 

○小嶋市町村総室長 ちょっと最初に私の方

から……。 

 今、前川委員おっしゃいましたように、県

の方でも12億8,000 万ほどの一応黒字効果が

出るということで、今回試算をしておりま

す。これは今回権限移譲について一定の整理

がなされつつありますけれども、そのこと

と、法制度上財源がどう移るかというのを全

部見てみて、県側では今申し上げましたとお

りで、市側でも一般財源ベースでございます

ので、事業になりますともっと膨らみますけ

れども、23.6億円の効果があるというふうに

報道もなされておりましたように制度上では

プラス、プラスになるという試算を今してお

ります。 

 それで、今申し上げましたそのことと、恐

らく政令市効果というものが内発的に出てく

るかと思いますので、そういったことも通じ

たプラス効果というものを引き出していく、

例えば交流人口がふえたりとかいろんなこと

で政令市が政令市として活発な活動を展開す

ることによって、外からのそういう効果を磁

場として引き寄せてくる、そういうものをあ

わせて今後やっていくのかなというふうに思

っておりますけれども、今先生がおっしゃい

ました連続立交の分と地域にどう生かしてい

くか、この２点につきましてそれぞれ担当課

の方から答えていただきたいと思います。 
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○藤川隆夫委員長 どこが答えますか。立交

の話は土木で答えますか。 

 

○古里首席土木審議員兼監理課長 連立を含

む駅周辺全体の事業費は約1,900億と聞いて

います。負担割合を決定したときに県と市で

全体の事業費は半々でいこうということでな

っていて、それを受けて、連立の場合は、県

が７、市が３というふうに、全体の事業の枠

組みを受けてこれまでされてきたと聞いてい

ます。 

 今回の権限移譲に伴ういろんな議論があり

まして、連立は結果として県ということ、私

ども土木として、やはり現在進んでいる事業

でございますので、いかに遅れることなく遺

漏することなく進めていくことが大変重要だ

と今思っておりますので、現在のところ私ど

もはこれに全力を注いで頑張っていきたいと

いうふうな考えでございます。 

 

○前川收委員 答弁の途中で切っていいです

か。私が聞いたのは、７、３でこれを今後も

やる必要があるんですかということですよ。

事業推進をやるのはあたりまえですよ。早く

事業効果を出すように、その意味で県が今後

もしっかり県事業でやっていくというのは、

全く異論はございません。特に技術の蓄積と

かマンパワーからいけば、それはやっぱり熊

本市役所じゃなかなかうまくいかないところ

があるでしょう。だから、これまでどおり県

でやられていい。ただ、この間の新聞の試算

でも出たとおりに、年間20億ぐらいのプラス

効果が市の方でも出るわけだから、７、３の

負担割合を、例えば５、５とかに変えられな

いんですかと、変えようとは思わないんです

かということですよ。 

 

○古里首席土木審議員兼監理課長 難しい課

題でございますので、現実、今日私がここで

お答えできるのは、やはり事業の進捗、これ

に向けて全力で頑張るということでございま

す。 

 

○前川收委員 では、こっちから言います。

７、３じゃおかしいですよ。これは、それく

らい権限移譲してもいいんでしょう。市がや

ってもいい事業ですよ。ただ、さっきの総室

長の話では、そうやっちゃうと事業主体が変

わっちゃうと、お互い負け負けになって財政

負担が両方、市も県も大きくなるから、今の

ままでいけば県がそのまましていった方がい

い、財政効果があるということだったと思い

ます。それは、いいです。そのスキームはそ

のスキームでいいんだけれども、７、３の負

担割合を政令市になってもこのままかという

部分については、政令市以外の県民からは、

全体から見れば主に熊本市民にそれが共有さ

れる連続立体交差の利便性ですから、全部は

それは県内どこの道だって人吉の道だって九

州の道だって、だれだって通っていいんだけ

れども、しかし、主にそこで受益を受けるの

はその地域の住民だから、だから地元が主体

的に金を出してやるといっていて、政令市に

なるんだから７、３じゃおかしいです。７、

３を変える努力をしてください。 

 

○松山総務部長 確かに先生御指摘のとお

り、その７、３というのはどうかというのは

あるかと思いますけれども、これは御案内の

とおりもともと県・市協定の中で駅関係の新

幹線関係の整備をしていく上で、全体として

５分５分になるような形ということで、たま

たま連続立交については７、３ですけれど

も、ほかの例えば区画整理でありますとか道

路整備でありますとか、そういったトータル

を含めて全体で５分５分ということで県・市

協定がもともとございました。それで今回の

やつにつきましても、そういったものを前提

に負担割合をどうするかということで、トー

タルの財源の中で議論してまいりましたの
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で、ここの部分だけをしますと、ちょっと不

平等じゃないかという御議論もごもっともか

と思いますけれども、全体の整備計画の中で

この部分が７対３であったと。ほかは市が全

部見るところもございますしということで、

その辺は御理解をいただきたいと思います。 

 それからもう１点御指摘いただきました、

こういった財源は今後いかに生かしていくか

というお話でございますけれども、先生の方

からもお話しございましたように、今、企画

の方で各地域のいろんなニーズを踏まえた上

での県土ビジョンというのをつくっておりま

して、この毎年出てくる12.8億というのは、

これは一般財源でございますので、これは非

常に小さくはないというふうに我々も受けと

めております。こういったものを今後の政令

市移行の政令市の効果を各地にいかに波及さ

せていくかということについて、こういった

財源が推定で出てまいりましたので、これは

きちっと生かしていきたいというふうに考え

ているところでございます。 

 

○前川收委員 では駅周は、連続立体交差以

外はほとんど市に移管なさるんじゃないです

か。移管なさっても、負担率は全部駅周の事

業は変わらないということですか。駅周辺の

事業だな。今、駅周とおっしゃったから。負

担率は、全部変わらないわけですね。それだ

ったら、わかりますよ。全部、トータルで変

わらないなら、そこだけ動かせばおかしくな

る、５分５分の原則が崩れる。もともと政令

市だから５分５分じゃなくてもいいんだろう

けれども、それが全部変わらないかどうかで

すよ。 

 それともう１つ、すでに投資してきた県道

の起債分の返還を今度していただく、これが

大きな部分で、これがあるからプラスになる

と、私はこの表を見れば思っていますけれど

も、そういう考え方から見れば、やっぱりそ

こはもうすでに投資が終わって起債が残って

いて、すでにもう事業は終わった道路の起債

分も市から県がもらうわけですから、そうい

う視点から見れば、別に連続立体交差の負担

割合が変わることが、そんなに変な話じゃな

いと思いますよ。 

 

○藤川隆夫委員長 どなたか答弁できる方い

らっしゃいますか。 

 

○小嶋市町村総室長 今、先生からおっしゃ

られましたけれども、この連続立交について

は最後まで一応残って、ぎりぎりまで市の方

と詰めてきた事業でございます。唯一、今回

残っておりましたその22事業の中では、これ

はちょっとなかなか難しいということで、最

後は引き続き県がということで整理をさせて

いただいた事業でございます。 

 それで、その中で、負担割合等について

も、もちろん議論は担当課同士でしっかり詰

めていったところでございますけれども、多

少触れますと、先ほどおっしゃいました、例

えば県債の償還金等につきましては、引き続

きこれは借金の返済は県がやっていく、財源

の方については一応、市にスライドするとい

うことなので、これについてはやはり県の方

に負担をしていただく、またそれは、ほかの

政令市でもそういう形でやっているところで

ございますので、そこは理屈はつくわけです

けれども、先ほどおっしゃいました、例えば

熊本市が政令市になった場合に、今後、政令

市熊本市あるいは県と、そういう大きなプロ

ジェクトに取り組む場合に、ではどういうふ

うに事業の負担割合あたりを考えていくのか

と。何も今までの経緯がないものについて

は、今先生がおっしゃいましたように市の役

割というのが非常に大きくなってきますの

で、その辺も念頭に置いての議論になるのか

なと思います。ただ、今回のこの連続立交も

含めまして、先ほど部長も申し上げておりま

したけれども、これは今までずっといろんな
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経緯があって、この負担割合等についてもも

う決まってきた事業でございます。それで、

それらにつきまして今回の整理の中では、そ

の全体の５分５分、そしてまた、その連続立

交については７、３というものについては一

応維持をしようということで、ぎりぎり整理

できたものだというふうに理解をしていると

ころでございます。 

 そうした過去の経緯等があって、今取り組

んでいるものについては、やはりそれはそれ

ぞれ市の方と県の方で詰めて、その結論を見

出さななりませんので、そういった結果が今

回のような形になったということで御理解い

ただきたいと思っております。 

 

○前川收委員 今、連続立体交差進捗は、ど

のくらいなんですか。 

 

○古里首席土木審議員兼監理課長 41％の進

捗状況と聞いております。 

 

○前川收委員 主に用地ですね。主にです

よ、すべてとは言っていません。 

 

○古里首席土木審議員兼監理課長 はい、用

地関係でございます。 

 

○前川收委員 まだ41％ですから、西環状な

んかと余り変わらない話で、これからという

部分で半分は終わってないということでやる

事業ですから、負担率の話は全体の５割とい

う話がどこまでぎりぎり進められたのか、こ

れはこぎゃん決めておったけん、このままよ

かたいという話になっておったのか、僕はど

うも後者のような話になったんじゃないかな

というふうには思っていますけれども、でき

る限りそういう部分でしっかり熊本市、政令

市に自立していただくということでいかない

と、負担率だけがそのままというのは何とな

く私は引っかかっておりますので、議論の余

地がないのか、もう決定なのかどうなのか、

そこは、そんなに慌てなくてもいいんじゃな

いんですか。施工はこっちでやるというのは

変えなくていいんだから、あとは負担割合の

話だけですから。そういう問題提起をしてお

きます。(｢関連で、いいですか」と呼ぶ者あ

り) 

 

○藤川隆夫委員長 ちょっと待ってね、答弁

があるかもしれません。小嶋さん、答弁あり

ますか。(発言する者あり)これと関連してい

る。それでは髙野委員。 

 

○髙野洋介委員 立体交差をつくるじゃない

ですか、これは７対３でつくるんですけれど

も、つくった後はそのまま熊本市の方に移譲

されるわけでしょうか。一般国道とか一般県

道とかとかいう扱いで、そのまま、つくるの

はつくって県が７、３出してつくって、あと

はつくったら、はい熊本市ですよと、あとは

管理してくださいよという形になるんですよ

ね。 

 

○古里首席土木審議員兼監理課長 ＪＲが今

度は管理していきます。 

 

○髙野洋介委員 はい、わかりました。 

 

○前川收委員 不動産も含めて、土地の所有

権もＪＲになるの。 

 

○藤川隆夫委員長 では、さっきの件は小嶋

さん答弁できる…… 

 

○小林財政課長 連続立体交差事業について

の負担割合の考え方でございますが、今まで

の部分と重複する点もあるかと思いますが、

申し上げさせていただきます。 

 まず、平成９年と平成17年に駅周辺の整備

に関しましては、基本協定を締結して県と市
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で連携をして整備をしてまいったという経緯

がございまして、今回の移譲に当たりまして

は、その基本協定を変えないという前提での

議論を行ってまいったところでございます。 

 今回、御案内のとおり、道路事業等が移譲

されますので、従来、県・市の基本割合につ

いては、従前１対１であったものが県が４に

対して市が６という割合に変わりますが、基

本的な部分は変更をいたしておらないところ

でございます。 

 

○前川收委員 その負担割合が変わったんだ

ろう。 

 

○小林財政課長 計画全体は大体５対５が、

県が４で市が６に変わっておるところでござ

います。 

 

○前川收委員 それなら全体が変わって、何

で連続立体交差が変えられないんですと私は

言っているんですよ。議論は、全然矛盾して

ないと思うんですけれども。どこも全く変わ

っていませんとおっしゃるなら別ですよ。駅

周事業は全部同じですよ、これまでどおりと

おっしゃっているんなら別として、都市計画

の負担割合も変わったでしょう。変わったん

でしょう。ならば、変えてもいいじゃないで

すか。６、４に変わったと、今おっしゃった

じゃないですか。(発言する者あり)では、そ

こはもう１回整理してください。 

 

○藤川隆夫委員長 では今、連続立体交差及

び駅周辺に関しましては、本日の委員会にお

いての取りまとめがちょっと難しいような状

況になってまいりましたので、執行部で至急

整理していただき、後日、説明の機会を設け

たいというふうに考えます。 

 では、この件に関しましてもう１回きちっ

と整理をしていただいて、連続立体の７対３

の割合がなぜ動かせないのか、全体として、

駅周辺の事業５対５が４対６になっているよ

うな話も出ておりましたし、全体的に整理し

ていただいて、どの部分をどういう形で市が

持って、県がどの形で持つかという、ほかの

事業を含めて全部整理してもらえますか。そ

して、もう１度、説明の機会をこの委員会で

持ちたいというふうに考えておりますので、

よろしくお願いいたします。 

 ほかには、ございませんか。 

 

○溝口幸治委員 20ページの、引き続き熊本

県が実施する主な事業のところの、公営住宅

管理というのは、これは県営住宅のことです

か。これは今後は熊本市内には新しくつくっ

ていくとか、そういう予定はないんですよ

ね。老朽化したら廃止をしていくという考え

方でよかですか。 

 

○古里首席土木審議員兼監理課長 これは公

営住宅に関していえば、まず公営住宅にござ

います、そこにございますが、入居者の対象

者が県営と市営と違うものですから、そうい

うことはなかなか移譲というのは厳しいんで

はないか。それから熊本市さんのそういうマ

スタープランの中で、戸数を減らしていくと

いうお考え、計画があるということで、なか

なか受け入れが困難というようなことで、県

でそのまま引き継ぎをやるというふうになっ

ております。 

 

○溝口幸治委員 私が言っているのは、県で

引き受けるということになったんでしょう

が、今後の県の考え方として、もう熊本市内

には整備をしていかないというか、新規でや

るとか老朽化したから建て替えるという考え

方にはなりませんよね。 

 

○古里首席土木審議員兼監理課長 申しわけ

ありません、ちょっと手元に資料がございま

せんので、あわせて後日答えるということで
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よろしゅうございますか。 

 

○藤川隆夫委員長 簡単に言うと、市内にあ

る公営住宅が老朽化してきたときに、手を加

えてやるのか、あるいはそこを建て替えるの

か、その付近の話だと思うんですよね。それ

は全然考えてない。 

 

○古里首席土木審議員兼監理課長 手元にち

ょっと資料がないので、申しわけありませ

ん。 

 

○溝口幸治委員 それなら、いいです。政令

市になるわけですから、今後、熊本市内に県

営住宅を建てていくというのはいかがなもの

かなと思うんですよね。ですから、そういっ

たものもあわせて整理をしていかないと、政

令市になるところに公営住宅が県のお金で整

備されていくのはおかしいんじゃないかと思

いますので、その辺も検討してください。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには、ございません

か。よろしいですかね。 

   (「はい」と呼ぶ者あり) 

○藤川隆夫委員長 それでは、これで質疑を

終了いたします。 

 それでは続きまして、閉会中の継続審査に

ついてお諮りいたします。 

 本委員会に付託の調査事件については、審

査未了のため次期定例会まで本委員会を存続

して審査する旨、議長に申し出ることとして

よろしいでしょうか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○藤川隆夫委員長 御異議なしと認め、その

ようにいたします。 

 その他に入りますけれども、何かございま

せんか。 

 

○松田三郎委員 政令市にもちょっと関係あ

ることで、意見といいますか宿題を皆さんに

お願いしたいと思います。 

 政令市に、高い確率で熊本市が移行する。

そうすると、結論から言うと、何も県庁はこ

こにある必要はないんじゃないだろうかとい

うのが、一部に議会の中にございます。 

 といいますのが、例を申し上げますなら

ば、先般、忠清南道へ議会派遣で６人ぐらい

と、文化議員連盟の方で別に行かれました。

参考までに申し上げますが、各会派の代表ク

ラスの方が、あるところで話をされておりま

して、忠清南道の場合、大田（テジョン）で

すか、200万人ぐらいの人口だそうですが、

そこが日本で言う政令指定都市、向こうで言

う直轄広域市になったので、忠清南道の道庁

の建物は80キロほど先の田舎の方に移転し

た。職員さんはどうなさっているんですかと

聞きましたら、ほとんどが通っております

と。80キロのようなところに動かすわけです

ね。広さ等々の調査はしておりませんが、こ

れを熊本県に置き替えるならば、人吉がちょ

うど80キロぐらいです。これは大体、渡辺先

生の発案でございます。渡辺利男先生も会派

の代表、大西先生も会派の代表。それは人吉

がようなかなという話で、私も気が小さい人

間でございますから、人吉は助かるが余り一

遍にではいろいろなことも大変でしょうか

ら、間をとって八代ぐらいはどぎゃんでしょ

うかという話を――これは１つの例でござい

ますが――という話をしておりました。 

 このプラスの面は、メリットは、その６人

で考えましたが、１つは知事がおっしゃって

いるように、もう熊本市が政令市になった

ら、もう熊本市は独り立ちで熊本市で頑張っ

ていただく、それ以外の熊本県内の市郡のた

めに熊本県は頑張りますというようなシンボ

リックなアクションになるんではないかと。

もちろん、ここは売るわけですよ。売って、

その建設費の一部にするということで、もう

１つは、大体、県庁の家を継がない次男以降

の方々、家を建てるのが大体、宇城周辺が多
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いそうでございます。宇城市から熊本市内の

混雑するところに通うよりも、それよりも渋

滞が少ない八代市に通うのはどうだろうか

と、もろもろメリットが挙げられておりまし

たので、どうか新たな発想で、今すぐにとは

言いませんが、そういうこともちょっと今後

検討課題として、総務部長を中心に考えてい

ただければというお願いでございます。何か

ありましたら、どうぞ。何もなかったら、い

いです。 

 

○藤川隆夫委員長 特にコメントはありませ

んか。よろしいですか。 

 

○松山総務部長 幅広く、いろいろ考えてい

きたいと思います。 

 

○藤川隆夫委員長 そのほかはございません

か。 

  (発言する者あり) 

○藤川隆夫委員長 それでは、これをもちま

して、第19回道州制問題等調査特別委員会を

閉会いたします。 

  午前11時51分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  道州制問題等調査特別委員会委員長 
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